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第
一
章 

総
則 

（
目
的
） 

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
国
民
の
暮
ら
し
の
安
心
を
支
え
、
地
域
住
民
の
生
活
の
安
定
向
上
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
公
的
部

門
か
ら
民
間
部
門
へ
資
金
の
流
れ
を
変
え
る
こ
と
等
に
よ
り
自
由
で
活
力
あ
る
経
済
社
会
を
実
現
す
る
た
め
、郵
政
事
業（
日

本
郵
政
公
社
（
以
下
「
公
社
」
と
い
う
。
）
が
行
う
事
業
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
改
革
に
関
し
、
基
本
理
念
及
び
基
本

方
針
を
定
め
、国
等
の
責
務
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
当
面
緊
急
に
講
ず
べ
き
措
置
等
に
つ
い
て
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、

郵
政
事
業
の
改
革
を
推
進
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 



 

二

 
（
基
本
理
念
） 

第
二
条 

郵
政
事
業
の
改
革
は
、
そ
の
事
業
の
う
ち
あ
ま
ね
く
公
平
に
そ
の
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
さ
れ
る
べ
き
業
務
そ
の
他
民
間

の
主
体
に
ゆ
だ
ね
た
場
合
に
は
必
ず
し
も
実
施
さ
れ
な
い
お
そ
れ
が
あ
る
業
務
に
つ
い
て
は
国
の
責
任
に
お
い
て
こ
れ
を
提

供
す
る
こ
と
に
よ
り
、
国
民
が
そ
の
業
務
に
係
る
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
権
利
を
保
障
す
る
と
と
も
に
、

こ
れ
以
外
の
業
務
に
つ
い
て
は
そ
の
業
務
を
廃
止
し
、
若
し
く
は
縮
小
し
、
又
は
そ
の
業
務
を
株
式
会
社
に
行
わ
せ
る
こ
と

と
し
て
、
郵
政
事
業
に
係
る
資
金
が
公
的
部
門
の
資
金
調
達
の
用
に
供
さ
れ
る
こ
と
を
必
要
最
小
限
に
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、

国
民
に
対
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
及
び
地
域
経
済
の
活
性
化
を
図
り
、
並
び
に
国
の
財
政
の
健
全
性
の
回
復
に
資
す
る
こ
と

を
基
本
と
し
て
行
わ
れ
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
国
の
責
務
） 

第
三
条 

国
は
、
前
条
に
定
め
る
基
本
理
念
（
次
条
に
お
い
て
「
基
本
理
念
」
と
い
う
。
）
に
の
っ
と
り
、
郵
政
事
業
の
改
革

に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
に
策
定
し
、
及
び
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

 

（
公
社
の
責
務
） 

第
四
条 

公
社
は
、
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
郵
政
事
業
の
改
革
の
実
現
の
た
め
必
要
な
取
組
を
行
う
よ
う
努
め
る
も
の
と
す



 
 

三

る
。 

 
 
 

第
二
章 

郵
政
事
業
の
改
革
の
基
本
方
針 

 

（
郵
便
等
の
業
務
の
在
り
方
） 

第
五
条 

郵
便
の
業
務
並
び
に
郵
便
貯
金
の
業
務
（
次
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
見
直
し
が
行
わ
れ
た
後
の
も
の
を
い
う
。
）
、

郵
便
為
替
の
業
務
及
び
郵
便
振
替
の
業
務
に
つ
い
て
は
、
す
べ
て
の
国
民
が
等
し
く
そ
れ
ら
の
業
務
に
係
る
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
あ
ま
ね
く
全
国
に
設
置
さ
れ
た
郵
便
局
に
お
い
て
行
わ
れ
る
も
の
と
し
、
あ
わ
せ
て
、

そ
の
経
営
資
源
を
活
用
し
、
地
域
を
取
り
巻
く
環
境
の
変
化
に
伴
う
新
た
な
需
要
を
考
慮
し
た
公
的
サ
ー
ビ
ス
等
の
拡
充
が

図
ら
れ
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
郵
便
貯
金
の
業
務
に
関
す
る
見
直
し
） 

第
六
条 

公
社
の
新
た
な
子
会
社
と
し
て
郵
便
貯
金
（
定
額
郵
便
貯
金
（
郵
便
貯
金
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）

第
七
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
定
額
郵
便
貯
金
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

の
業
務
、
郵
便
為
替
の
業
務
及
び
郵
便
振
替
の
業
務
を
営
む
株
式
会
社
（
以
下
「
郵
便
貯
金
会
社
」
と
い
う
。
）
は
、
平
成

十
九
年
九
月
三
十
日
ま
で
に
、
設
立
さ
れ
る
も
の
と
し
、
公
社
の
郵
便
貯
金
の
業
務
、
郵
便
為
替
の
業
務
及
び
郵
便
振
替
の



 

四

業
務
は
、
郵
便
貯
金
会
社
に
、
同
年
十
月
一
日
に
引
き
継
が
れ
る
も
の
と
す
る
。 

２ 
公
社
は
、
郵
便
貯
金
会
社
の
発
行
済
株
式
の
総
数
を
保
有
す
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

郵
便
貯
金
の
業
務
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
方
針
に
従
い
、
見
直
し
が
行
わ
れ
る
も
の
と
す
る
。 

 

一 

郵
便
貯
金
の
う
ち
、
定
額
郵
便
貯
金
を
廃
止
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。 

 

二 

平
成
十
九
年
十
月
一
日
前
に
公
社
が
受
け
入
れ
た
郵
便
貯
金
（
定
額
郵
便
貯
金
を
除
く
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）

は
同
日
に
お
い
て
郵
便
貯
金
会
社
が
受
け
入
れ
た
郵
便
貯
金
と
な
る
も
の
と
し
、
同
日
前
に
公
社
と
の
間
で
締
結
さ
れ
た

定
額
郵
便
貯
金
（
以
下
「
旧
定
額
郵
便
貯
金
」
と
い
う
。
）
に
係
る
契
約
は
引
き
続
き
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
す
る

こ
と
。 

三 

一
の
預
金
者
ご
と
の
貯
金
総
額
の
制
限
額
は
、
住
宅
積
立
郵
便
貯
金
（
郵
便
貯
金
法
第
七
条
第
一
項
第
五
号
に
規
定
す

る
住
宅
積
立
郵
便
貯
金
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
同
法
第
十
条
第
二
項
に
規
定
す
る
郵
便
貯
金
に
係
る
も
の
を
除
き
、

五
百
万
円
と
す
る
こ
と
。 

 

四 

公
社
は
、
旧
定
額
郵
便
貯
金
の
管
理
及
び
運
用
に
関
す
る
業
務
を
郵
便
貯
金
会
社
に
委
託
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。 

 

五 

郵
便
貯
金
会
社
は
、
郵
便
貯
金
の
預
入
及
び
払
戻
し
に
係
る
事
務
そ
の
他
の
窓
口
事
務
を
公
社
に
委
託
す
る
も
の
と
す



 
 

五

る
こ
と
。 

 

（
簡
易
生
命
保
険
の
業
務
に
関
す
る
見
直
し
） 

第
七
条 
公
社
の
新
た
な
子
会
社
と
し
て
生
命
保
険
業
を
営
む
株
式
会
社
（
以
下
「
郵
政
保
険
会
社
」
と
い
う
。
）
は
、
平
成

十
九
年
九
月
三
十
日
ま
で
に
、
二
以
上
設
立
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

郵
政
保
険
会
社
の
設
立
に
際
し
て
発
行
す
る
株
式
の
総
数
は
公
社
が
引
き
受
け
る
も
の
と
し
、
公
社
は
平
成
二
十
四
年
九

月
三
十
日
ま
で
に
郵
政
保
険
会
社
の
株
式
の
全
部
を
処
分
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
。 

３ 

公
社
は
、
郵
政
保
険
会
社
の
株
式
の
処
分
に
当
た
っ
て
は
、
で
き
る
限
り
多
額
の
収
入
が
確
保
さ
れ
る
よ
う
努
め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
。 

４ 

公
社
は
、
郵
政
保
険
会
社
の
株
式
の
処
分
に
よ
り
得
ら
れ
た
収
入
の
一
部
を
、
過
疎
地
域
等
の
郵
便
局
の
維
持
に
活
用
す

る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。 

５ 

公
社
及
び
郵
便
貯
金
会
社
は
、
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
公
社
が
郵
政
保
険
会
社
の
株
式
の
全
部
を
処
分
し
た
後
に
お
い
て

は
、
郵
政
保
険
会
社
の
株
式
を
取
得
又
は
保
有
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
と
す
る
。 

６ 

簡
易
生
命
保
険
の
業
務
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
方
針
に
従
い
、
見
直
し
が
行
わ
れ
る
も
の
と
す
る
。 



 

六

一 

簡
易
生
命
保
険
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
六
十
八
号
）
は
、
平
成
十
九
年
十
月
一
日
に
廃
止
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

た
だ
し
、
同
日
前
に
公
社
と
の
間
で
締
結
さ
れ
た
簡
易
生
命
保
険
契
約
（
以
下
「
旧
契
約
」
と
い
う
。
）
は
引
き
続
き
そ

の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。 

 

二 

公
社
は
、
旧
契
約
に
基
づ
き
公
社
が
負
う
保
険
責
任
の
す
べ
て
に
つ
い
て
、
各
郵
政
保
険
会
社
と
の
間
で
再
保
険
契
約

を
締
結
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。 

 

三 

郵
政
保
険
会
社
は
、
生
命
保
険
契
約
の
締
結
の
代
理
及
び
媒
介
並
び
に
生
命
保
険
業
に
係
る
窓
口
事
務
を
公
社
に
委
託

す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。 

（
公
社
の
役
職
員
の
身
分
等
） 

第
八
条 

平
成
十
九
年
十
月
一
日
以
降
、
公
社
の
役
職
員
は
、
国
家
公
務
員
の
身
分
を
有
し
な
い
も
の
と
す
る
。 

２ 

公
社
の
役
職
員
に
は
、
職
務
上
知
る
こ
と
の
で
き
た
秘
密
を
守
る
義
務
、
法
令
に
従
い
忠
実
に
そ
の
職
務
を
遂
行
す
る
義

務
そ
の
他
の
義
務
を
課
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
公
社
等
の
経
営
の
健
全
化
） 

第
九
条 

公
社
は
、
役
職
員
数
の
削
減
並
び
に
郵
便
貯
金
法
第
四
条
第
一
項
の
施
設
及
び
簡
易
生
命
保
険
法
第
百
一
条
第
一
項



 
 

七

の
施
設
の
廃
止
等
の
経
営
の
合
理
化
そ
の
他
の
よ
り
一
層
の
経
営
の
改
善
に
よ
り
、
独
立
採
算
制
の
維
持
に
努
め
る
も
の
と

す
る
。 

２ 

郵
便
貯
金
会
社
は
、
独
立
採
算
制
の
下
、
自
律
的
か
つ
弾
力
的
な
経
営
に
努
め
る
も
の
と
し
、
公
社
は
、
そ
の
自
律
的
な

経
営
を
損
な
わ
な
い
よ
う
配
慮
す
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

郵
政
事
業
に
関
係
す
る
国
の
機
関
等
の
職
員
が
離
職
後
公
社
若
し
く
は
公
社
と
密
接
に
関
係
す
る
法
人
の
地
位
に
就
く
こ

と
又
は
公
社
の
役
職
員
が
離
職
後
公
社
と
密
接
に
関
係
す
る
法
人
の
地
位
に
就
く
こ
と
に
つ
い
て
、
制
限
を
設
け
る
も
の
と

す
る
。 

（
資
金
の
運
用
の
制
限
） 

第
十
条 

公
社
、
郵
便
貯
金
会
社
及
び
郵
政
保
険
会
社
（
公
社
が
郵
政
保
険
会
社
の
株
式
の
全
部
を
処
分
す
る
ま
で
の
間
に
限

る
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
財
政
融
資
資
金
債
（
財
政
融
資
資
金
特
別
会
計
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
一
号
）

第
十
一
条
第
一
項
又
は
第
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
発
行
さ
れ
る
公
債
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
政
府
保
証
債
（
そ
の
元

本
の
償
還
及
び
利
息
の
支
払
に
つ
い
て
政
府
が
保
証
す
る
債
券
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
並
び
に
財
投
機
関
債
（
独
立
行
政

法
人
及
び
特
殊
法
人
等
が
発
行
す
る
債
券
で
あ
っ
て
政
府
保
証
債
以
外
の
も
の
を
い
う
。
）
の
う
ち
債
券
市
場
に
よ
る
評
価



 

八

の
低
い
も
の
を
取
得
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
郵
政
事
業
に
係
る
資
金
を
運
用
し
て
は
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
。 

２ 
政
府
は
、
公
社
、
郵
便
貯
金
会
社
及
び
郵
政
保
険
会
社
に
よ
る
前
項
の
規
定
を
遵
守
し
た
資
金
の
運
用
が
可
能
に
な
る
よ

う
、
財
政
融
資
資
金
債
を
そ
の
他
の
公
債
と
明
確
に
区
別
し
て
発
行
す
る
も
の
と
す
る
。 

 
 
 

第
三
章 
当
面
緊
急
に
講
ず
べ
き
措
置
等 

 

（
当
面
緊
急
に
講
ず
べ
き
措
置
） 

第
十
一
条 

政
府
は
、
平
成
十
八
年
度
中
に
、
住
宅
積
立
郵
便
貯
金
及
び
郵
便
貯
金
法
第
十
条
第
二
項
に
規
定
す
る
郵
便
貯
金

に
係
る
も
の
を
除
き
、
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
一
の
預
金
者
ご
と
の
貯
金
総
額
の
制
限
額
を
七
百
万
円
と
す
る
た
め
の
措

置
（
経
過
措
置
を
含
む
。
）
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

公
社
は
、
前
項
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
た
場
合
に
お
い
て
そ
の
実
効
性
を
確
保
す
る
た
め
、
貯
金
総
額
の
管
理
の
徹
底
そ
の

他
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
法
制
上
の
措
置
等
） 

第
十
二
条 

政
府
は
、
前
章
に
定
め
る
基
本
方
針
に
基
づ
く
施
策
そ
の
他
こ
の
法
律
に
基
づ
く
施
策
を
実
施
す
る
た
め
必
要
な

法
制
上
の
措
置
そ
の
他
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 



 
 

九

 
（
特
殊
法
人
等
の
改
革
） 

第
十
三
条 

政
府
は
、
多
額
の
郵
便
貯
金
資
金
及
び
簡
易
生
命
保
険
資
金
が
独
立
行
政
法
人
及
び
特
殊
法
人
等
の
事
業
の
用
に

供
さ
れ
て
い
る
実
態
に
か
ん
が
み
、
郵
政
事
業
の
改
革
に
併
せ
て
、
財
政
投
融
資
制
度
に
係
る
資
金
の
調
達
及
び
運
用
の
状

況
並
び
に
こ
れ
ら
の
法
人
の
財
務
、
業
務
及
び
組
織
の
状
況
そ
の
他
の
経
営
内
容
に
関
す
る
情
報
の
公
開
を
徹
底
す
る
と
と

も
に
、
こ
れ
ら
の
改
革
を
集
中
的
に
推
進
す
る
も
の
と
す
る
。 

 
 
 

附 

則 

 

（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

（
検
討
） 

第
二
条 

政
府
は
、
平
成
十
九
年
九
月
三
十
日
ま
で
の
間
に
国
民
の
利
便
性
、
民
業
補
完
の
必
要
性
、
公
社
の
経
営
に
及
ぼ
す

影
響
等
を
総
合
的
に
勘
案
し
、
銀
行
業
の
代
理
業
務
、
国
際
貨
物
運
送
（
本
邦
と
外
国
と
の
間
に
お
い
て
行
う
貨
物
の
運
送

を
い
う
。
）
に
関
す
る
業
務
そ
の
他
の
公
社
が
そ
の
経
営
資
源
を
活
用
し
て
行
う
業
務
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、

そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 



 

一
〇

２ 

政
府
は
、
平
成
十
九
年
九
月
三
十
日
ま
で
の
間
に
一
般
信
書
便
事
業
（
民
間
事
業
者
に
よ
る
信
書
の
送
達
に
関
す
る
法
律

（
平
成
十
四
年
法
律
第
九
十
九
号
）
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
一
般
信
書
便
事
業
を
い
う
。
）
へ
の
民
間
事
業
者
の
参
入

を
促
進
す
る
た
め
の
方
策
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
五
年
を
目
途
と
し
て
、
郵
便
貯
金
会
社
又
は
郵
政
保
険
会
社
の
経
営
状
況
、
郵
政
保
険
会

社
の
株
式
の
処
分
の
状
況
等
を
勘
案
し
、
公
社
に
よ
る
こ
れ
ら
の
会
社
の
株
式
の
保
有
の
在
り
方
等
に
関
し
、検
討
を
加
え
、

そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
中
央
省
庁
等
改
革
基
本
法
の
一
部
改
正
） 

第
三
条 

中
央
省
庁
等
改
革
基
本
法
（
平
成
十
年
法
律
第
百
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

第
三
十
三
条
第
一
項
第
六
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 
 

六 

削
除 



 
 

一
一

 
 
 
 

 

理 

由 
郵
政
事
業
の
改
革
に
関
し
、
国
民
の
暮
ら
し
の
安
心
を
支
え
、
地
域
住
民
の
生
活
の
安
定
向
上
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
公

的
部
門
か
ら
民
間
部
門
へ
資
金
の
流
れ
を
変
え
る
こ
と
等
に
よ
り
自
由
で
活
力
あ
る
経
済
社
会
を
実
現
す
る
た
め
、
そ
の
改
革

の
基
本
理
念
及
び
基
本
方
針
を
定
め
、
国
等
の
責
務
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
当
面
緊
急
に
講
ず
べ
き
措
置
等
に
つ
い
て

定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
を
推
進
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。 


